
⑥ 参考



水稲生産に係る技術情報ページの紹介①

○ 水稲の技術情報のページでは、農林水産省のホームページ等に掲載している水稲栽培の技術に関する様々

な情報を集約しています。基本的技術から実用化された新技術、さらに研究成果や研究者に関する情報を提

供しています。

QRコード
水稲の技術情報のページ

掲載されている技術の例
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水稲生産に係る技術情報ページの紹介②

○ 「みどりの食料システム戦略」技術カタログでは、環境負荷の軽減等に資する技術を作物別にまとめてい

ます。

掲載されている技術の例

QRコード
みどりの食料システム戦略 技術カタログ（水稲）
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例①（29年度：計画作成主体：秋田市農業再生協議会）（秋田県）

取組の概要

対象品目 ：水稲・大豆（産地面積：110㏊）
主な取組主体：農事組合法人アグリあいかわ
成果目標 ：販売額の10％以上の増加
導入施設等 ：整備事業（乾燥調製施設）

生産支援事業（播種機・中耕ディス
ク・乗用管理機・コンバイン・大豆
調製設備一式）

ポイント

地域の関係者
（秋田市、ＪＡ新
あきた、秋田県
秋田地域振興
局）が連携を図り
事業を推進

【水稲】
○ 担い手による機械・施設の共同利用と担い手への農地集積による品質の均
一化とコスト削減を図る。

○ 色彩選別機の導入により、品質向上、収益力の強化が見込まれる。

【大豆】
○ 法人化による農地集積・団地化を図るとともに、大豆栽培面積拡大に必要な農業機

械を導入し、適期栽培管理作業、単収の増加を図る。
○ 乾燥調製設備の整備により、品質向上と販売額の向上を図り、収益力を強化する。

高性能機械の導
入支援

農業経営発展加
速化支援事業
（県単独事業）の
活用

〈県・市町村単独事業〉

〈主な取組〉

〈現状：H28年度〉

〈目標：R1年度〉

作付面積：水稲90ha、大豆20ha
平均販売額（水稲）：106,538円/10a
平均販売額（大豆）：11,890円/10a
○ 機械・施設の共同利用及び担い手への
農地集積により作業を効率化し規模拡大を
図る。
○ 適期栽培管理に取り組むことで 単収・
品質向上等を図り、販売額を増加させる。

作付面積：水稲90ha、大豆9.4ha
平均販売額（水稲）：95,293円/10a
平均販売額（大豆）：10,805円/10a
○ 農業者の高齢化による離農が進む中、
農地の受け手である担い手は個別に栽培
管理や乾燥調製作業を実施しており、新た
な農地の作業受託が難しい。

秋田県
秋田市
雄和相川地区

95,293円/10a

～水稲の販売額～

10,805円/10a

～大豆の販売額～

H28年度
（基準年）

R1年度
（目標年）

H28年度
（基準年）

R1年度
（目標年）

11,947円/10a
（価格補正後）

122,037円/10a
（価格補正後）

【水稲】販売額が
２８％増加

（達成率238％）

【事業実施による直接効果】
○ リース支援による初期投資の
節減効果
○ ライスセンター（共同利用施設）
設立による低コスト、省力化

【事業実施による間接効果】
○ 担い手による作付面積の拡大
○ ライスセンターによる水稲、大
豆の均質化

【大豆】販売額が
１１％増加

（達成率105％）

産地の現状と目標 推進体制

地域における
独自の取組

取組成果
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対象品目 ：水稲（産地面積：50.0㏊）
主な取組主体：宮崎稲作機械利用組合
成果目標 ：生産コストの10％以上削減

基準（H27年度） 104.9千円/10a
目標（H30年度） 94.4千円/10a

導入施設等 ：生産支援事業（乾燥調製機械）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】

①遠赤外線式の高性能な乾燥機を導入す
ることで、乾燥作業の効率化及び労働時間
の軽減を実現

【事業実施による間接効果】

①農地集積による規模拡大、生産コストの
削減により農業所得の向上

産地体制

地域における独自の取組

・肥料費、農業薬剤費などの資材費の見直しによる諸
経費の削減
・農地の集積化、規模拡大

〈主な取組〉

生産コストが
17.3％減少
（達成率173.2％）

取組の概要

86.7千円/10a

104.9千円/10a

Ｈ27 Ｈ30Ｈ29

目標値
94.4千円/10a

（基準年） （目標年）
実績値（生産コスト）

山形県
南陽市
宮崎地区

○高性能な乾燥調製機械を導入し、乾燥調製作業の効率化と圃場作業における
労働効率の向上を図るとともに、資材等の諸経費の見直しを行って生産コストの
削減を図る。

○農地中間管理作業の活用や農業委員会を通じた農地の賃借等により、農地の
集積化、規模拡大を図る。

乾燥機２台及び乾燥調
製用一時貯留タンクを
導入

県農業技術普及課、南陽市、JA山形おきた
まの組織が連携して事業を推進

・県農業技術普及課
・南陽市
・JA山形おきたま

取組主体
宮崎稲作機械利用

組合

指導・助言

92.1千円/10a

102.5千円/10a

Ｈ28

産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例②（28年度： 南陽市 振興 ） （山形県）
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産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例③（28～29年度：計画作成主体：栗っこ農業協同組合）（宮城県）
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